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学習指導要領の情報共有システム構築のための試論 
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【Abstract】 
It is important to understand that the government guidelines for teaching is the standard of the 
curriculum and that it hence becomes a guide about actual class practice，when we’re aiming to promote 
better classes (Sugiyama et al.2009). 
The guidelines are revised roughly every ten years，but it is seen as a problem that distortions and 
fixations occur easily in the process of making the guidelines known to teachers all over the country. 
Based on a questionnaire survey among teachers and supervisors in school education (n=1185), it was 
found that there are difficulties in communicating guidelines through a transmission system with 
multilayered structure，and that teachers lacked interest in the guidelines (Satoh et al.2011). 
In our research we have worked on making a system that addressed these problems by constructing a 
system that shares the information of the guidelines. We produced a test system，“the wide regional 
alliance area model” that makes use of the information promotion function of the university，and 
subsequently examined its effectiveness. 
We divided all participants into three groups， i.e. that consisting of “duty participants” (263)，
“positive participants” (891)，and “new model participants” (31). We compared the three groups in terms 
of consciousness for understanding of the guidelines and implementation of the guidelines when 
conducting a physical education class. 
Our results showed that compared with the others，the group of “model participants” had a strong 
consciousness about and understanding of the guidelines of teaching as well as the importance of 
physical education classes. 
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われている（文部科学省, 2008a, 2008b, 2009a, 




達される周知経路には 3 つの段階がある。1 つ目
は、文科省が地方説明会や法定研修会等を通し
て各 都 道 府 県 や政 令 指 定 都 市 の教 育 委 員 会




う第 3 段階がある。  
 
 




役 割 を 果 たし て き た（ OECD, 2001; 佐 藤 ･ 森 , 
2012）との報告も見られる。反面、文科省からの




え て い な い 取 組 が み ら れ た り （ 文 部 科 学 省 , 
2006a）、全国指導主事連絡協議会において、要
領を熟知していない教員が多数存 在したりする































































という 2 つの下位課題を設定した。 
 
 









力を承諾した教員 1142 人、指導主事 43 人の計
1185 人であった（注 4）。調査は 2011 年 5 月～






























ター, 2011a, 2011b, 2012）の 4 視点から 17 の選
択肢を設定し、その中から「あなたが今、最も望む



















































































っ た （ 注 7 ） 。 な お 統 計 処 理 に は IBM SPSS 











平均年齢は 40.6 歳（SD: 9.0）で、30-40 歳代が
最も多く、教員歴 16.6 年（SD: 9.5）の経験豊富な
教員であった。表 3 から、九州・沖縄、関東・甲信
越の地域を中心に回答が得られた。 
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表 4 に示したように 7 つの内容に分類することが
できた。（ ）内の数値は全回答数を、また表内の
各数値は、小学校、中･高校、指導主事のうち、
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表 4 要領の周知及びそれを踏まえた指導や実践に関して最も困っていること 
 
※( )内は全回答数。小学校、中･高校、指導主事のうち、いずれ
か 2 者以上で 5%以上の回答が得られた内容を抜粋して示した。 
 




































































































































































ネットワーク研究会」は、2011 年 6 月から概ね月









8）。また、表 6 で示したように K 地区各県が持ち
回りで年１回の開催(計 8 回)することで、事務局

























































ットワーク参加者（31 名）」の 3 者の参加意識の違
いを分析するために、一元配置分散分析を行っ
た。 
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表 7 要領周知に関する研修会への参加度合いにみた参加者の意識の違い 







分散分析 F 値 
多重比較 
(p.<.05) 
















































2.78 0.63 2.97 0.53 3.13 0.72 12.61  *** ①<③ 








2.51 0.66 2.63 0.64 2.13 0.67 11.72  *** ③<①, ② 

















p<.01 ） 」 、 「 6. 授 業 づ く り に 必 要 な 知 識 不 足
（F=3.50，p<.05）」「15.自分のイメージ通りの指導























? 8? ?????????????????????  
 
表 8 は、広域型地域連携モデルへの「K ネット





「5.適 切 な助 言 や意 見 を得 られるサポート体 制
（ t=3.07 ， p<.01 ） 」 、 「 11. 情 報 交 換 の 有 益 さ
（ t=4.36 ， p<.001 ） 」 、 「 13. 体 育 の 地 位 向 上
（t=3.23，p<.01）」の 5 項目であった。また表７と同
様 に 、 「 1.研 修 や 実 践 に 対 す る不 安 （ t=4.28 ，
p<.001）」、「15.自 分 のイメージ通 りの指 導 実 践
（t=4.35，p<.001）」の 2 項目では逆転現象が確認
された。 
























本 研 究 では、教 員 及 び指 導 主 事 に対 する意
識調査を通して要領周知の広域型地域連携モ
デルの効果を明確にすることを目的とした。本研




























































































































































注6)?第 2 回目と第 8 回目の研究会に参加し、か
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選 び 方 」 https://www.igaku-
shoin.co.jp/paperDetail.do?id=PA02927_0
3）。両日の参加者名簿から第 2 回（n=49）
と第 8 回（n=31）の 2 回とも出席した者（実
際に対応する者）が、14 名ということで、「対
応のある」ｔ検定 を用 いて統 計処 理 をする
上で十分なサンプル数とは言えず、また第






基 づくより良 い体 育 授 業 実 践 の創 造 を目
指して、率直に語り合えることの 2 点である。 
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